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「東京都ＭＩＣＥ誘致戦略」策定の意義 
 

 ＭＩＣＥの開催は、高い経済波及効果や産業力の強化、開催地のプレゼンス

向上など、開催都市に様々な恩恵をもたらし、都市の競争力強化に資すること

から、国際的な誘致競争が激化している。 

都では、ＭＩＣＥ誘致の意義を踏まえ、誘致・開催を支援する公的な組織「社

団法人東京コンベンション・ビジターズ・ビューロー（現：公益財団法人東京

観光財団、英文名称：Tokyo Convention＆Visitors Bureau）」（以下「ＴＣＶＢ」

という）を設立（平成９年）するとともに、ＭＩＣＥ受入施設として、東京ビ

ッグサイト（平成８年）や東京国際フォーラム（平成９年）を開設するなど、

国際都市に相応しい施設整備を進めてきた。こうしたソフト・ハード両面の取

組により、東京は現在、国際会議の開催件数で世界６位となるなど、相対的地

位を向上させている。 

一方、シンガポールやソウルなどアジアの競合都市では、大型複合施設の整

備や産業力の強化と結びつけた積極的な誘致活動の展開など、ＭＩＣＥを都市

戦略や経済成長戦略のツールとして活用し、都市の存在感を高めている。 

都市間競争が激化するなか、都は 2020年オリンピック・パラリンピック競技

大会に向けて世界から注目が集まる絶好の機会を生かし、ＭＩＣＥ誘致を強化

することで、東京を世界一の都市へと発展させ、日本のＭＩＣＥ分野を牽引し

ていかなければならない。 

そのためには、東京の持つ様々な強みを生かすと同時に国内の他都市とも連

携しながら、戦略的に誘致活動を展開していくことが必要である。 

本戦略は、こうした視点に立ち、これまで実施してきたマーケティング調査

や東京都ＭＩＣＥアドバイザリーボードの意見等を踏まえて、今後、都が積極

的に誘致を進めるべき重点分野を明確化し、ＭＩＣＥ誘致に向けた取組の方向

性を示すものである。 

今後、本戦略に基づくＭＩＣＥ誘致施策を着実に実施していくことで、ＭＩ

ＣＥ分野における東京の揺るぎないプレゼンスを確立し、「東京都長期ビジョン」

に掲げる世界トップ３に入る年間 330件の国際会議の開催を目指していく。  

 本戦略は、「東京都長期ビジョン」を踏まえて概ね10年後となる平成36（2024）

年頃までの取組を示すものであるが、ＭＩＣＥを取り巻く状況や施策の進捗状

況等を見極めながら、適宜、戦略のブラッシュアップや見直しを図っていく。 
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第１章 ＭＩＣＥとは 
 

１ ＭＩＣＥの定義 
 

（１） ＭＩＣＥの定義 

ＭＩＣＥとは、Meeting（企業系会議）、Incentive（企業の報奨・研修旅

行）、Convention（国際会議）、Exhibition/Event（展示会・イベント等）を

総称した造語であり、本戦略における定義は以下のとおりとする。 
 
本戦略における定義 

区 分 項 目 定 義 事 例 

M 
 

Meeting 

企業系会議 

複数の海外拠点を

有する国内外の企業

等が、海外から管理者

や従業員等を都内に

集めて行う会議 

グループ企業の役員会

議、海外投資家向け金

融セミナー 等 

I 
 

Incentive 

企業の 

報奨・研修旅行 

企業が、従業員や代

理店等の表彰、研修、

顧客の招待等の目的

で実施する旅行 

営業成績優秀者に対す

る表彰、レセプション＊ 

等 

C 
 

Convention 

国際会議 

国家機関、国際機

関・団体（各国支部を

含む）、学会や協会等

が主催または後援する

会議 

国際通貨基金(ＩＭＦ)・世

界銀行グループ年次総

会、国際眼科学会 等 

E 
 

Exhibition 

/ Event 

展示会・イベント等 

国際機関・団体（各

国支部を含む）、学会

や協会、民間企業等が

主催または後援する展

示会、見本市、イベント

等 

東京モーターショー、国

際宝飾展 等 

 
 

ＭＩＣＥは、ビジネスに関連して開催される各種イベントの総称であり、一

説によれば、1990 年代の初頭にシンガポールやオーストラリアで使われ始め

たとされている。 

現在、アジア諸国・地域ではよく使われているが、欧米諸国等ではビジネス

ミーティングやビジネスイベンツと称する場合も多い。 

本戦略においては、国際会議に代表されるこれらのビジネスを目的とするイ

ベントの総称として、ＭＩＣＥという用語を使用する。 
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（２） ＭＩＣＥの特徴 

ＭＩＣＥは、一般観光とは異なり、学会・協会や民間企業、専門事業者等

へのアプローチが求められる。また、Ｍ、Ｉ、Ｃ、Ｅそれぞれ異なる傾向を

有することから、個々の特徴に応じた誘致・開催支援を行う必要がある。 

 

① 共通する特徴 

○ ＭＩＣＥは学会・協会や企業等が、学術研究、業界、ビジネス等の更

なる発展を目的に行うビジネスイベンツであることから、一般観光を

メインとするレジャー市場とは異なる傾向を持つ。 

○ ビジネス市場では、主催者や参加者が開催地で得られるビジネス機会

の拡大や人脈形成等の価値が重視される。 

○ プロモーション対象は、レジャー市場では対象市場の市民や旅行代理 

店等が中心となる一方、ビジネス市場では、主催者である学会・協会

や企業、ミーティングプランナー＊（企業系会議や報奨・研修旅行の

企画運営を専門に取り扱う事業者）やＰＣＯ＊（国際会議の企画運営

を専門に取り扱う事業者）等が対象となる。 

 

② 各々の主な特徴 

○ 企業系会議（Ｍ）、報奨・研修旅行（Ｉ） 

 企業活動の一環であるため統計データに乏しく、実態の把握は難し

いが、発地国・地域の経済水準や景気動向との関連性が強い。 

 企業系会議は一都市で開催される一方、報奨旅行では国内複数都市

を周遊する形態が見られる。 

 誘致から開催までの期間は、数か月から２年程度であることが多い。 

○ 国際会議（Ｃ） 

 国際団体や学会の本部を有する欧米諸国での開催が多数を占めてい

たが、近年、経済社会の発展が著しいアジアでのシェアが拡大して

いる。 

 毎年開催地を変えて、年に１回の頻度で開催されることが多い。 

 国際団体本部の会議への関わり方や参加者が国際会議に求めるニー

ズに変化が生じている。 

 誘致から開催までの期間は、一般的に３年から８年を要する。 

○ 展示会・イベント等（Ｅ） 

 展示会は、毎年同時期に同じ場所で開催される傾向があり、参加者

は来場者（バイヤー、プレス等）と出展者に分けられる。 

 大規模な国際会議に併設する展示会が増加傾向にある。 
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２ ＭＩＣＥ誘致を促進する意義 

 

ＭＩＣＥ開催によって「高い経済波及効果」が期待されるだけでなく、主

催者や参加者、地域にもたらす様々な効果を通じて、「産業力の強化」や「都

市のプレゼンス向上」が見込まれるなど、都市の競争力強化につながる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）都市にもたらす主な効果           

① 高い経済波及効果 

○ 国内の人口減少等に伴い、内需の大幅な拡大が見込めない中で、外国

人旅行者がもたらす経済波及効果は、国内経済の活力の維持・発展に

重要な役割を果たす。 

○ 主催者である学会・協会や企業等による会場運営、展示、レセプショ

ン、物販等の直接的な経費はもとより、参加者の旅行消費単価は、レ

ジャー旅行者に比べて高いため、大きな経済波及効果が見込まれる。 

○ 参加者個人による商用目的やレジャーでの再訪が見込めることや、社

会的影響力や情報発信力を有する参加者の口コミ等の二次的効果に

より、新たな旅行者の獲得が期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ ＭＩＣＥ目的の外国人旅行者はレジャー目的の約 1.2 倍を消費※ (主催者経費を除く） 

訪日外国人１人当たり旅行中支出を目的別にみると、観光・レジャー目的が 
109,897円であるのに対し、ＭＩＣＥ目的は 128,330円と約 1.2倍を消費 
※平成 26年における全国平均の値、全国籍・地域の値による 

出典）「訪日外国人の消費動向調査 平成 26年 年次報告書」（平成 27年３月 観光庁） 
 
■ 開催都市には参加者の旅行消費に加え、主催者による多額な消費がもたらされる 

(例) 第 24回世界建築会議（ＵＩＡ2011東京大会） 概要 
〈会  期〉2011年（平成 23年）９月 25日～10月１日 
〈参 加 者〉5,000人（海外 2,000 人、国内 3,000人） 
〈会 場〉東京国際フォーラム等 
〈予 算 額〉約６億８千万円 

  出典）「ＵＩＡ2011東京大会 実施結果」（平成 24年３月 ＵＩＡ2011東京大会 日本組織委員会）

   

参 考 
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② 産業力の強化 

○ 国内の学会・協会や企業等にとって、世界の研究・学会活動や企業・

産業活動等をリードする契機になるとともに、次世代を担う人材の国

際化を進める絶好の機会ともなる。 

○ 参加者にとっては、最新のナレッジの吸収を図れるだけでなく、自ら

の研究や技術等を世界に発信する重要な機会となる。 

○ さらには、海外からの招待客や参加者等とのフェイス・トゥ・フェイ

スの活発な交流を通じ、ネットワークを強め、新たなビジネスや共同

研究、イノベーションの創出等に結びつけることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 
■ 2014 年ＩＥＣ東京大会における取組事例 

○ ＩＥＣ（International Electrotechnical Commission）：国際電気標準会議 

電気・電子技術等に関する国際標準化や適合性評価等の活動を通じ、国際

貿易の振興と製品やサービスの利用者の利便性向上に寄与する国際機関 

加盟国数 83 か国、開発企画数約７千（H26.11現在） 

第 78回国際電気標準会議年次総会（ＩＥＣ）概要 
〈会 期〉 2014年（平成 26年）11月４日～15日 
〈参 加 者〉 約 2,600名（海外 83か国より約 1,900名、国内約 700名） 
〈会 場〉 東京国際フォーラム 

〈会 議 等〉 専門委員会/分科会として 53分野、約 240会議を開催 
  

○ 国際競争力の強化等に向けた取組 

〈具体的な取組〉 
・主催国である日本が独自に大会テーマ「Integration toward a Smarter 

World（よりスマートな世界）」を設定 
・このテーマに基づいて、公式会議等の他に、企業等によるテクニカルビ

ジット、技術展示会、シンポジウム、会場内実証実験等の併設イベント

を開催し、日本の最先端技術や取組を広くＰＲ 

〈主な成果〉 
・総会オープンセッションにおいて、ＩＥＣに対し、よりスマートな世界

の実現に向けた「東京宣言」を発出 
・主催国である日本が国際標準化活動において主導的役割を発揮 
・海外の専門家に対して、日本の最先端技術等について「見て」「触れて」 

「体験する」機会を提供し、国際標準化における日本のプレゼンスを強化 
 

出典）「2014年ＩＥＣ東京大会について」（平成 26年 11 月 経済産業省） 

参 考 
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③ 都市のプレゼンス向上 

○ 海外から世界的に著名な招待客や第一線で活躍する参加者等が集う

ニュース性の高いビジネスイベントであり、開催前から開催期間中、

開催後に至るまで、様々な段階で主要ニュースとして世界に発信され

る。 

○ 特に、大規模な国際会議等は、都市の名称を冠とした「○○宣言」の

採択や「○○Event in Tokyo」と銘打った行事が行われることも多く、

開催都市の認知度や地位の向上等の効果が見込まれる。 

○ 海外から一度に多くの訪問者を迎えることから、東京が持つ様々な都

市の魅力を世界に発信する絶好の機会となる。 

○ ＭＩＣＥ開催による集客は、ビジネス機会の創出や成長分野における

産業振興、都市の魅力発信等を通じて、開催都市としてのプレゼンス

の向上に大きく寄与する。 

 

    

 

 
  
 
■ 約５千名参加の大規模国際会議の事例 
  
○ プレス登録   

20か国以上の国々から約 200名がプレス登録（国内 140、海外 60） 
  
○ 開催期間における国内外報道結果 

新聞報道 60件以上 
    雑誌   40件以上 

 Ｗｅｂ  60件以上 
  
○ 開催期間における主催者ニュースリリース 

20件以上 
  
○ その他 

プレ大会でのＰＲ、関連団体によるＰＲ、開催都市でのプレイベント 
開催 など 

  
  

  

参 考 
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（２）関係主体が得られる主な効果 

① 主催者（誘致主体） 

○ 国際会議では、主催者である学会・協会等が、開催準備や運営を通じ

て議論をリードすることができるほか、世界の学会・産業界への貢献

を通じ、日本の学術研究や産業活動の発展にも寄与することができる。 

○ 世界から主要な研究者やビジネスマンが集うことから、次代を担う若

手人材が直に世界に触れ、国際的な人材を育てる好機となる。 

○ 企業系会議や報奨・研修旅行では、グローバル企業の内部におけるビ

ジネス市場としての東京の重要性をアピールする契機となる。 

 

② 参加者 

○ 国際的な研究者や企業の幹部など、各界の世界的なトッププレイヤー

が発信する最新のトレンドや、新たな知見・技術、情報等のナレッジ

を直に吸収できることに加え、参加者間でのネットワークの構築・強

化、イノベーション創出の機会となる。 

○ 東京に居ながらにして、自らの研究成果や自社の製品・技術、サービ

ス等を世界に発信することができる。 

 

③ ＭＩＣＥ関連事業者 

○ 都内のミーティングプランナーやＰＣＯ、ＤＭＣ＊、会議・展示施設、

宿泊施設等のＭＩＣＥ関連事業者においては、ビジネス機会の拡大が

図られるとともに、多様なビジネスイベンツの運営・開催等に携わる

ことで、スキルやノウハウを高めることができる。 

 

④ 地域 

○ 開催地域の認知度の向上やＭＩＣＥ開催による主催者や参加者の消

費活動等により、地域経済の活性化が図られる。 

○ 一度に多くの外国人参加者が集うビジネスイベントであることから、

都民にとっても、国際交流を行う機会が増えることによって、国際的

な相互理解を深めることができる。 

○ 主催者が開催するシンポジウムやイベントに併設される展示会、報道

発表等を通じ、日頃接する機会の少ない、世界の最新情報や先端技術

等に触れることができる。 
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■ 主なＭＩＣＥ関連事業者 
  

【企業系会議、報奨・研修旅行】 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
※ コンベンションビューロー（Ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎ Ｂｕｒｅａｕ） 
   国際会議等の誘致・開催を支援する公的な組織 
  
※ ＤＭＣ（Ｄｅｓｔｉｎａｔｉｏｎ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ Ｃｏｍｐａｎｙ） 
   開催都市においてイベントやツアーの企画、ロジスティクス等に関する業務を行う事業者 
  
  

【国際会議】 
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
※ 国際団体本部主導型のスキームはＰ.11参照 

参 考 
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第２章 東京のＭＩＣＥを取り巻く環境 

 

１ 取り巻く環境の変化 

 

（１） 市場の状況 

○ ＭＩＣＥは、発地国・地域の経済水準や景気動向との関連性が強いと言

われており、今後、欧米を中心とした安定的な需要と経済成長が続くア

ジアでの増加が見込まれる。 

○ 国際会議はこれまで、学会・協会の国際団体本部を多く有する欧米諸国

での開催が多数を占めていたが、社会経済の発展が進むアジアのシェア

がこの 10年で２倍以上に拡大している。 

○ 東京における国際会議の開催件数は、この 10 年間で約 2.7 倍と増加し

ているが、依然として競合都市であるシンガポールやソウル等に後れを

取っている。 

 

 

【地域別名目ＧＤＰの推移・予測】 

成長が続くアジア地域においてＭＩＣＥ開催の増加が見込まれる 

 

 

出典）International Monetary Fund, World Economic Outlook Database, April 2013 より作成  
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【大陸別 国際会議の開催件数（2004～2013年）】 

過去 10年間でアジアのシェアは約 2.5倍に増加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※2009年までは確定値、2010 年以降は暫定値 
※2004年～2009年までの件数は、暫定値から確定値への補正に伴い平均約 30％増加 

出典）「国際会議統計」（日本政府観光局）より作成 

 
 【 国際会議の都市別開催件数の推移（2005～2014年）ＵＩＡ統計＊ 】 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
※2009年までは確定値、2010 年以降は暫定値 

  出典）「国際会議統計」（日本政府観光局）及び 
         UIA プレスリリース（2014 年）より作成             

 

 

    2005 年       2014 年  

東京  86 件        228件      

 2.7 倍 
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（２） 近年のトレンド 

○ 主催者が開催地を決定する上で、コストは依然として重要であるが、開

催によって主催者や参加者が得られる総合的なメリットを重視する傾

向があり、投資に対して提供される価値（ＲＯＩ＊）への意識が高まっ

ている。 

○ 海外競合都市が様々な趣向や工夫を凝らした誘致活動を行う中、主催者

や参加者が開催地に求める内容も高度化・多様化しており、開催地には、

ビジネス機会の拡大や、教育・ＣＳＲ＊（企業の社会的責任）の機会の

提供を求める傾向が強まっている。 

○ 大規模な国際会議では、誘致を行った国内団体が会議の開催業務を担う

従来の形から、開催地決定後は海外にある国際団体本部が開催業務を執

り行う形態が増加するなど、主催者のグローバル化が生じている。 

○ 大規模な報奨・研修旅行においては、一つの都市だけを訪れるのではな

く、魅力の異なる複数の都市を周遊する傾向が見られ、主催者のニーズ

が多様化している。 

 

【国際団体本部主導型の国際会議開催イメージ】 

誘致は国内団体が行うが会議開催業務は国際団体本部が担う 

 
※ コアＰＣＯ（Ｃｏｒｅ Ｐｒｏｆｅｓｓｉｏｎａｌ Ｃｏｎｇｒｅｓｓ Ｏｒｇａｎｉｚｅｒ） 

国際団体本部から、国際会議の開催地決定に必要な業務や、会議の企画・運営等のすべ
ての業務を受託する専門事業者 
国際団体本部が主導する国際会議では、コアＰＣＯがＰＣＯ業務を行う。 
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２ 現状と課題 

 

（１）東京の現状 

    都はこれまで、国際会議の誘致・開催に向けた支援を着実に実施して

きており、こうした取組が実を結び、世界でも有数の開催件数を誇る都

市となっている。また、企業系会議や報奨・研修旅行についても本格的

な支援は緒についたばかりであるが、一定の成果が見え始めている。 
 

○ 東京は、都市別の国際会議開催件数で世界６位となるなど、着実にその

地位を高めている。また、報奨旅行等の分野においても、スペイン大手

の保険会社や世界的な時計メーカーの中国法人など、数百名規模の旅行

の誘致に成功するなど、ＭＩＣＥ開催都市としての存在感を高めている。 

○ 世界のＭＩＣＥ関係者は、日本の安全性や高い技術力等に魅力を感じる

一方で、物価に関する満足度やＭＩＣＥ開催地としての認知度が依然と

して低い状況にある。 
 

【国際会議の主な誘致実績】 

開催（予定） 会議名 参加者数 主会場（予定） 

2011年 9月 
第 24 回世界建築会議 
（ＵＩＡ2011東京大会） 約  5,000人 東京国際フォーラム 

2012年 10月 第 67 回国際通貨基金（ＩＭＦ）・
世界銀行グループ年次総会 

約 11,600人 東京国際フォーラム 

2013年 10月 第 20回ＩＴＳ世界会議東京 2013 
約  4,000人 
展示会 2 万人超 

東京国際フォーラム 
東京ビッグサイト 

2014年 4月 
第 34 回国際眼科学会 
（ＷＯＣ２０１４） 約 20,000人 東京国際フォーラム 

2014年 11月 国際法曹協会年次総会 
（ＩＢＡ東京大会） 

約 6,000人 東京国際フォーラム 

2014年 11月 
第 78 回国際電気標準会議年次総
会（ＩＥＣ） 

約 2,600人 東京国際フォーラム 

2016年 2月 
第 25 回アジア太平洋肝臓病学会
議（ＡＰＡＳＬ）年次総会 約 4,500人 

グランドプリンスホテル新高輪
国際館パミール 

2016年 9月 第 46 回国際禁制学会年次総会
（ＩＣＳ） 

約 3,000人 東京国際フォーラム 

2018年 9月 
第 11 回国際水協会世界会議 
（ＩＷＡ） 

約 6,000人 東京ビッグサイト 

2021年 10月 
第 22 回国際栄養学会議 
（ＩＣＮ） 約 4,500人 東京国際フォーラム 

 

【報奨旅行の誘致事例】 
〈開催企業名〉 Catalana Occidente 社（スペインの大手保険会社） 

〈参 加 者 数〉 600人 

〈滞 在 期 間〉 2014年５月 12日～17 日 

〈行 程〉 京都２泊、東京３泊 

〈予 算 額〉 約２億２千万円 

出典)「MICE Japan（平成 26 年６月）」（(株)MICE ジャパン） 
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（２）東京の持つ強み・弱み 

今後、更なるＭＩＣＥ誘致を推進していくためには、産業の集積や都市

インフラの充実、豊富な観光資源など、東京の持つ強みや資源をより一層

生かしていくとともに、弱みを補う取組が求められる。 

 

○ 東京のＳＷＯＴ分析 

 主な強み 

・ グローバル企業の集積だけでなく、多様な産業や高度な技術力を

有する企業、学術・研究機関が多数集積している。 

・ 様々な質や価格帯を有する多様なＭＩＣＥ受入施設が集積して

いる。 

・ ホテル等の関連施設の品質やホスピタリティマインドが高く、快

適な環境が整っている。 

・ 魅力的な観光資源が多数存在している。 

・ 独自の伝統と最先端の文化が共存・集積している。 
 

 主な弱み 

・ ＭＩＣＥ開催都市としての認知度が依然として低い状況にある。 

・ 主催者や参加者にとって大きな魅力となる東京が持つ強みや資

源を十分に生かしきれていない。 

・ ＭＩＣＥ関連事業者等がグローバルビジネスの中で求められる

変化に対応していく必要がある。 

・ ＭＩＣＥ誘致を促進するための受入体制を整えていく必要があ

る。 
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東京のＳＷＯＴ分析まとめ 
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（３）東京が抱える課題 

世界的なビジネス都市である東京は、ＭＩＣＥ開催地としての多様な魅力

を有する一方で、海外競合都市との比較において以下の課題を有している。 
 

① グローバル対応の遅れ 

○ 市場動向、都市のポテンシャル等を踏まえたターゲットの設定や、

その特性に応じたプロモーションの展開が行われておらず、海外競

合都市に後れを取っている。 

○ 海外競合都市では、都市とコンベンションビューロー＊が連携し、充

実したサービスの提供や受入体制を構築しており、都とＴＣＶＢが

連携して実施する支援策の更なる充実・強化が必要である。 

○ 会議・展示施設、宿泊施設、ＰＣＯ、ＤＭＣ等のＭＩＣＥ関連事業

者のビジネススキルやサービスレベルを向上させ、グローバル対応

を図っていくことが求められる。 
 

② 東京が有するポテンシャルの活用が不十分 

○ 東京にはＭＩＣＥ誘致の主体となりうる人材や組織、企業が集積し

ているが、こうした主体に対する都やＴＣＶＢ、ＭＩＣＥ関連事業

者によるアプローチが十分に行われていない。 

○ 東京には、魅力的な文化や高品質なホテル等の施設に加え、グロー

バル展開する企業や高度な技術力を持つ企業等の集積が見られるが、

こうした強みや資源を誘致や開催に結び付ける取組が遅れている。 
 

③ 誘致・開催を効果的に行う連携体制の不足 

○ 主催者や参加者が開催地に求める内容が高度化・多様化する中で、

ＭＩＣＥ関連事業者が単独でこうしたニーズに応えることには限界

がある。 

○ ＭＩＣＥ誘致の拡大に向けては、ＭＩＣＥ関連事業者や誘致を担う

様々な関係主体と十分な連携を図りながら、案件の掘り起こしを行

うとともに、誘致活動に必要な情報を入手するためのチャネルやネ

ットワークを拡大・充実させていくことが求められる。 

○ 海外競合都市では、ＭＩＣＥ受入施設の大型化・複合化が進展して

いるが、東京にはそうした複合施設はないものの、様々な質や価格

に応じた会議、宿泊、商業施設等が集積するエリアが複数存在して

おり、こうした魅力を誘致・開催に生かす取組を進める必要がある。 

○ 参加者等が、東京のみならず、異なる魅力を有する国内の他都市を

訪れる機会を創出するなど、東京と地方のそれぞれの強みを生かし

た協力体制の構築を進める必要がある。 
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第３章 戦略 

 

１ 目標と基本的な考え方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本的な考え方】 

 

○ ＭＩＣＥの東京開催を効率的・効果的に拡大させていくために、関係

主体が共通の目標に向かって活動できるよう、目指すべき将来像や数

値目標、積極的に誘致を進めるべき重点分野を設定する。 

 

○ これらを実現するための取組の方向性を示し、施策を推進するととも

に、関係主体に期待される役割を示すことで、それぞれの取組を加速

させる。 

 

○ 世界の市場動向や競合都市の状況等を的確に見極めながら戦略のブ

ラッシュアップを進めることで、更なるＭＩＣＥ誘致を実現していく。 

 

 

 

 

＜ ＭＩＣＥ開催都市東京のプレゼンスを確立 ＞ 

 
 ＭＩＣＥの誘致・開催にかかわる関係主体が自らのポテンシャルを存分

に発揮し、『ＡＬＬ ＴＯＫＹＯ』による取組を展開することで、東京への

更なるＭＩＣＥ誘致を実現する。 

 

【将 来 像】 魅力的な観光資源、多様な産業や学術・研究機関の集積な

ど東京の強みを生かした誘致活動により、ＭＩＣＥ開催都市

としての揺るぎないプレゼンスが確立されている。 
 
【取組期間】 概ね 10年後（2024（平成 36）年頃）まで 
 
【数値目標】 世界トップスリーに入る年間 330件（※）の国際会議の開催 

       ※ 2013年比 約 1.5倍 

目 標 
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２ ターゲットとなる重点分野の設定 

 

東京が持つ強みや資源を生かしながら、効果的な誘致活動を展開するため、

都が今後積極的に誘致を進めるべき重点分野を以下のとおり設定する。 

なお、展示会・イベント等（Ｅ）については、今後検討していく。 

 

（１） 国際会議（Ｃ） 

海外競合都市では、産業振興とＭＩＣＥを結びつけた戦略的な取組を進

めており、東京においてもこうした取組を進めるため、以下の分野に対し

て重点的なアプローチを進める。 

 

① 東京が強みを持つ学術分野 

○ 設定の考え方 

 世界の国際会議の半数以上は学術系の会議で、中でも医学・理工学

系の占める割合が高い。 

 東京には医歯薬・理工学系の学部を有する大学や研究機関が集積し

ていることから、主催者にとっては、会議参加者の確保や新たな会

員の獲得、講堂等の活用による会場確保等のメリットが高く、海外

参加者にとっては、日本の先端的な研究や著名な研究者の存在等が

大きな魅力となる。 

 こうした市場の状況や東京が持つ強みを生かすことのできる学術分

野とする。 

○ 対象とする主な分野 

医歯薬・理工学系 

 

② 東京が強みをもつ産業分野 

○ 設定の考え方 

 東京には様々な産業が集積しているが、中でも全国に占める産業別

付加価値額の割合が高く、東京が強みをもつ産業分野とする。 

 大都市である東京の特性から都内に企業集積が見られる分野であっ

て、今後も市場の成長が見込まれる産業分野や都民生活を支えるた

めに高度に発達した産業分野とする。 

○ 対象とする主な産業分野 

 集積する分野：情報通信、金融 

 成長産業分野：健康・医療、環境・エネルギー、危機管理、 

ロボットなど 
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③ 「世界一のビジネス都市」の実現に資する分野等 

○ 設定の考え方 

 国際的な都市間競争を勝ち抜き、都市の持続的な成長・発展を実現

するため、世界から資本・人材・情報が集まる国際ビジネス環境の

整備や国際金融センターへの復権、国際的なライフサイエンス＊拠点

の形成、スマートエネルギー都市＊の創造等に資する分野とする。 

○ 対象とする主な産業分野 

金融（再掲）、ライフサイエンス、スマートエネルギーなど 

 

（２） 企業系会議（Ｍ） 

  顧客や取引先とのネットワーク構築・強化等が開催地決定の決め手とな

ることから、誘致にあたっては、グローバルビジネスを展開する欧米や経

済成長が続くアジアを中心に、以下の企業に対して重点的なアプローチを

進める。 

○ 対象とする主な企業 

東京でのビジネス拡大やネットワーク構築を目指す海外企業（海外拠

点等を有する国内企業も含む） 

○ 設定の考え方 

 東京の洗練された巨大市場への参入を目指すグローバル企業や都内

企業が持つ高い技術力や独創的なサービスとの連携を目指す企業と

する。 

 主な業種としては、既に産業の集積があり東京が強みとする情報通信、

金融業や、都が重点的な育成を目指す健康・医療、環境・エネルギー、

危機管理、ロボットなどの成長産業分野に属する業種とする。 

 主な形態としては、エリア間の情報交換や経営戦略等の共有を図るた

めに行われる企業上層部による役員会や経営会議等とする。 

 

（３） 報奨・研修旅行（Ｉ） 

主催者の目的が参加者のモチベーションの向上であることから、誘致 

にあたっては、グローバルビジネスを展開する欧米や経済成長が続くアジ

アを中心に、以下の企業に対して重点的なアプローチを進める。 

○ 対象とする主な企業 

コストよりも東京の都市としての多様な魅力を重視する海外企業 

（海外拠点等を有する国内企業も含む） 
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○ 設定の考え方 

 価格面でアジア諸都市との競争に勝ち残ることは難しいことから、

開催地の決定においてコストよりも、高品質なサービスや安心・安

全、快適さなど、東京の魅力や投資に対する価値を重視する企業と

する。 
 また、2020 年大会に向けて世界から注目を集める機会を生かし、公

式スポンサー、大会開催に関連する企業など、2020年大会を機に報

奨旅行の開催が見込まれる企業とする。 

 主な形態としては、販売成績優秀者を対象とした報奨旅行等とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



20 

 

３ 取組の方向性 

 

東京への更なるＭＩＣＥ誘致を推進していくため、以下の４つの取組の方向

性に基づく施策の強化を図っていく。 

 

（１）グローバル対応の強化 

○ 重点分野を明確化し、主催者や参加者等の顧客特性に応じたプロモーショ

ンを展開していくとともに、都とＴＣＶＢの支援策をより一層充実させて

いく。 

○ ＭＩＣＥ関連事業者等において、国際的なビジネス慣行への対応が可能と

なるような取組を促進していく。 

○ 東京を世界的なＭＩＣＥ開催都市とするため、関係主体の取組をグローバ

ルなレベルへと高めていく。 

 

（２）東京の強みや資源の有効活用 

○ 東京が持つ様々な強みや魅力的な資源を生かした支援を行うなど、東京な

らではの価値を提供することにより、他都市との差別化を進めていく。 

○ 海外競合都市と伍して戦えるサービス水準を確保するため、施設の活用や

支援メニューの充実を図るなど、主催者や参加者の満足度を向上させる取

組を進める。 

 

（３）多様な関係主体との連携促進 

○ 案件情報や誘致情報を共有し、利用可能な会場・宿泊施設等のスペックや

提供可能なサービス等を、コスト面も合わせて主催者に提案していくため、

関係主体との連携体制の構築を促進していく。 

○ 国際的なネットワークの活用や、地域における受入環境の充実等を通じ、

情報収集や案件の掘り起こしを進め、東京へのＭＩＣＥ誘致を拡大させて

いく。 

 

（４）国内他都市との協力体制の構築 

○ 多様化する主催者のニーズに応じた提案を行っていくため、国内の他都市

と協力し、共同で誘致活動や開催支援を行える体制を構築していく。 

○ 東京へのＭＩＣＥ誘致拡大を図ると同時に、東京を起点とした参加者の国

内周遊を促すなど、東京と他都市のそれぞれの強みを生かした取組を検討

していく。 
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４ ＭＩＣＥ誘致に向けた施策展開 

 

都においては、前述の４つの取組の方向性に基づき、施策の充実・強化を図

っていく。 

 

（１） グローバル対応の強化 

 

 （マーケティング力の強化） 

○ 国に全国的なＭＩＣＥ統計基盤の整備を働きかけるとともに、都内の

ＭＩＣＥ関連事業者の協力のもと、定量・定性の両面から市場把握を

行う手法について検討を進める。（Ｍ、Ｉ）  

○ 重点分野において、案件の掘り起こしを行う土台となるデータベース

機能や具体的なターゲットの抽出に必要なリサーチ機能の向上を図

る。（Ｃ）  

○ 展示会・イベント等の分野について、海外競合都市の取組や対象とな

る市場動向等に関する調査・分析を実施する。（Ｅ） 

 

 （積極的なプロモーションの展開） 

○ 本戦略で定める重点分野をターゲットとしたプロモーションを行う

など、ＭＩＣＥの東京開催拡大に向けた効果的な誘致活動を展開する。

（Ｍ、Ｉ、Ｃ） 

○ 主催者等への訴求力を高めるため、ＭＩＣＥ専門誌等への広告展開や

ブックレットの作成、海外におけるトレードショー＊（見本市）への

出展等のプロモーションにおいて、「東京のブランディング戦略」を

踏まえたＰＲを展開する。（Ｍ、Ｉ、Ｃ） 

○ 東京の認知度を高め、将来の誘致につなげていくため、開催地の決定

に大きな影響力を持つ海外ミーティングプランナーに対するファム

トリップ＊（招待旅行）等を実施する。（Ｍ、Ｉ） 

○ 都内に立地する国内資本のグローバル企業や外資系企業において、会

議や報奨旅行等の企画・運営に携わる担当者に対して東京開催を働き

かけるとともに、支社等において開催地決定権を持つ部署への提案等

の後押しを引き続き進める。（Ｍ、Ｉ） 

○ ＭＩＣＥ開催都市としての東京の魅力を効果的に発信するため、ロー

ドショー＊（訪問営業）等のＭＩＣＥ関連事業者と連携したプロモー

ションの展開など、セールス活動のあり方や手法等の検討を行う。（Ｍ、

Ｉ、Ｃ） 
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○ 国際団体本部主導による国際会議に対応できるよう、コアＰＣＯに対

するファムトリップ（招待旅行）等を通じたネットワークを構築する

ことで、案件の掘り起こしを進める。（Ｃ） 

○ 海外主要都市のコンベンションビューローで構成される国際的な都

市アライアンス（都市間連携組織）である BestCities Global Alliance
＊の活動を通じ、誘致活動を優位に進めるために必要な情報を入手す

るなど、ＭＩＣＥ誘致を効率的・効果的に展開していく。（Ｍ、Ｉ、Ｃ） 

 

 （主催者のインセンティブを高める支援策の充実） 

○ 企業系会議や報奨・研修旅行の開催地決定に影響力のある主催者等の

キーパーソンに対して、引き続き、視察の機会を提供するとともに、

東京ならではのアトラクションの提供等を確約することで、誘致決定

につなげていく。（Ｍ、Ｉ） 

○ 東京への国際会議の誘致促進を図るため、引き続き、国内の誘致団体

に対しノウハウ提供や誘致及び開催経費の一部助成を実施する。また、

都内観光ツアーや日本文化体験プログラムの提供等を誘致段階にお

いて確約することで、国際本部への立候補ファイル＊の内容を充実さ

せ、誘致競争を優位に展開していく。（Ｃ）  

○ 東京誘致が成功した大規模な国際会議について、東京のひとつ前の開

催地においてブース等を出展し、東京開催時の来訪を促すＰＲを行う

ことで、海外からの参加者増加を図る。（Ｃ） 

 

 （ＭＩＣＥ専門人材の育成） 

○ 海外とのビジネスを円滑に行うため、誘致・開催に係る専門的なスキ

ルやノウハウを持った人材の育成を促進するとともに、2020 年大会

を機に増加が見込まれる報奨・研修旅行や国際団体本部主導型の国際

会議への対応に必要なノウハウ等を提供する場を設置する。（Ｍ、Ｉ、

Ｃ） 

 

 

（２） 東京の強みや資源の有効活用 

 

 （主催者と参加者の満足度の向上） 

○ 東京の強みである高い技術力やサービス等を有する都内企業とのネ

ットワークの構築・強化や、研究所や製造拠点等の集積を生かした多

様なテクニカルツアー＊のプログラム化等を促進する。（Ｍ、Ｉ、Ｃ） 
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○ 多様化する主催者や参加者のニーズに対応するため、海外の専門家等

を活用し、東京ならではの魅力的な資源を生かした支援メニューの開

発を引き続き進める。（Ｍ、Ｉ、Ｃ） 

○ 注目度の高い国際会議の開催時には、参加者向けのホスピタリティデ

スク＊を設置するとともに、都内観光ツアーや日本文化体験プログラ

ムを引き続き提供することで、開催都市の魅力を世界に発信し、東京

のプレゼンスを高めていく。（Ｃ） 

○ ＭＩＣＥ開催の機会を捉え、地域住民や次代を担う若者等との交流の

場を提供するなど、主催者や参加者にとって特別な体験を得る機会を

確保し、開催地東京の魅力を高める取組を検討する。（Ｍ、Ｉ、Ｃ） 

 

 （ユニークベニュー＊の開発に向けた取組の推進） 

○ ＭＩＣＥ参加者が東京滞在を楽しめるよう、歴史的建造物や美術館・

博物館等の文化施設をユニークベニューとして活用したレセプショ

ン等の成功事例を積み上げ、施設所有者や利用者等の理解を深めると

ともに、実施ノウハウを蓄積することで、更なる取組を促進する。（Ｍ、

Ｉ、Ｃ） 

○ 国家戦略特区を活用する地域のエリアマネジメント団体や道路管理

者等との連携により、公共空間や歩行者空間におけるユニークベニュ

ーの利用を促進する。（Ｍ、Ｉ、Ｃ、Ｅ） 

 

 （多摩・島しょ地域の観光資源を活用した取組の推進） 

○ ＭＩＣＥ開催時に提供する都内観光ツアーやテクニカルツアー、体験

メニュー等において、多摩地域や島しょ地域の魅力的な観光資源を活

用したプログラムを開発・提供するなど、多摩・島しょ地域への誘客

につながる取組を進める。（Ｍ、Ｉ、Ｃ） 

 

 

（３） 多様な関係主体との連携促進 

 

 （関係主体が連携したＭＩＣＥの誘致） 

○ 医歯薬・理工学系の分野で国際的に評価の高い都内の大学と連携し、

国際会議の誘致活動を担う大学の教授や研究者等を、立候補の検討段

階から全面的に支援する体制を構築する。（Ｃ） 

○ 都内で活動するミーティングプランナー等が有する国際的なネット

ワークを活用し、案件情報や誘致情報の共有に向けた連携について検

討する。（Ｍ、Ｉ、Ｃ） 
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 （ＭＩＣＥの受入環境の充実） 

○ 会議・展示、宿泊施設等のＭＩＣＥ受入施設が集積する地域を「東京

ビジネスイベンツ先進エリア＊」として選定している。引き続き、重

点的な支援を行い、関連事業者等が一体となった受入環境の整備を促

進することで、開催地の魅力を向上させる。また、先進エリアでの取

組事例を発信していくことにより、他の地域にも波及させていく。（Ｍ、

Ｉ、Ｃ、Ｅ） 

○ 会議・宿泊施設等の稼働率が高い中で、更なる誘致・開催を図るため、

ＭＩＣＥ利用の促進に向けた働きかけを進める。（Ｍ、Ｉ、Ｃ） 

○ 2020年大会の開催に向け活発化する大規模都市開発の機会等を捉え、

民間事業者等が行うＭＩＣＥ関連施設の整備を促進し、ＭＩＣＥ開催

都市としての東京のプレゼンスを高めていく。（Ｍ、Ｉ、Ｃ、Ｅ） 

 

 

（４） 国内他都市との協力体制の構築 

 

（国内他都市と連携したＭＩＣＥの誘致・開催） 

○ 国内周遊型の報奨・研修旅行に対応できるよう、誘致活動や開催支援

等の共同実施に向けて、開催地として評価の高い国内他都市との連携

を進める。（Ｉ） 

○ 国際会議や企業系会議の開催時において、主催者に対して、参加者が

東京とは異なる魅力を有する国内他都市を訪れるプログラムを提案

するなど、他都市と連携した取組を検討する。（Ｍ、Ｃ） 
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５ 役割分担 

 

ＭＩＣＥの誘致・開催には様々な関係主体が関与するため、以下の考え方に

基づき、各主体への取組を働きかけていく。 

 

（１）国及び政府観光局 

日本のＭＩＣＥ振興のグランドデザインを示すとともに、ＭＩＣＥを開催

する意義の啓発、国が率先して実施すべき環境整備、都市やコンベンション

ビューローの取組への支援、体系的な人材育成、統計整備など、日本のＭＩ

ＣＥを支える基盤強化を図ることが望まれる。 

 マーケティングに基づく戦略を構築するなど、日本のＭＩＣＥを振興

していくためのグランドデザインの提示 

 国民や企業、地域等が誘致・開催に積極的に協力するための機運醸成

に向けた普及啓発 

 ＭＩＣＥ開催国としての日本を広く世界にＰＲするなど、ＭＩＣＥ開

催国としての日本の認知度の向上 

 企業系会議や報奨・研修旅行等を含めた全国的なＭＩＣＥ統計基盤の

整備 

 ＭＩＣＥ関係者の出入国手続きの迅速化・円滑化やスムーズな移動を

可能とする公共交通パスなど、主催者や参加者の利便性を向上させる

基盤整備 

 ＭＩＣＥ人材の裾野拡大から高度化までの体系的な教育システムの

構築 

 政府系国際会議の積極的な誘致と開催都市等に求める財政負担の軽

減 

 日本政府観光局や在外公館等を活用した案件情報の収集・提供 

 国有の文化施設、公共空間等のレセプション会場等への活用に必要な

規制の緩和 

 ＭＩＣＥ受入施設の整備を進める民間事業者等への支援 

 ＭＩＣＥ誘致・開催に関わる省庁間連携の促進 

 国際機関や国際団体の本部・アジア支部等の積極的な誘致 

 

（２）都及びＴＣＶＢ 

東京が進むべき方向性を示すとともに、都市のＰＲや誘致活動への支援、

民間事業者や地域を含めたネットワーク構築の促進など、ＭＩＣＥ誘致・開

催支援の司令塔として必要な支援体制の整備を行うだけでなく、先進的なモ

デル事業等の実施により、民間事業者や地域の取組を誘導する。 
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 東京が取り組むべきマーケティング戦略の構築と市場の変化を踏ま

えたプロモーションの強化 

 ＭＩＣＥ開催都市としての東京の認知度の向上 

 国際会議の主催者へのノウハウ提供やニーズに応じたきめ細かな支

援 

 企業系会議や報奨・研修旅行、国際会議における誘致活動 

 安定的な開催案件の確保に向けた潜在層の掘り起こし 

 競合都市と伍して戦うことのできる支援策の充実や、差別化を図るた

めの東京の強みや資源を踏まえた支援策の強化 

 ＭＩＣＥ関連事業者だけでなく、地域や学術機関、産業界等の多様な

主体の連携を促進 

 ＭＩＣＥ開催ポテンシャルが高い地域の受入環境整備や地域間連携

等の促進 

 都が有する魅力的な施設等のレセプション会場への活用や、国家戦略

特区制度を活用した公共空間等の利用促進 

 都市開発や文化振興等に取り組む関連部署との連携を進め、ＭＩＣＥ

開催都市としての魅力向上 

 

（３）主催者（誘致主体） 

   東京でのＭＩＣＥ開催を拡大させるためには、主催者となる学会・協会、

民間企業等による誘致活動がスタートラインとなることから、組織内にお

いてＭＩＣＥ誘致を通じたメリットを共有し、積極的に誘致活動に取り組

むことが望まれる。 

 都内に立地するグローバル企業において、企業系会議や報奨・研修旅

行等の開催地提案や決定に関与している部門には、決定権を有する海

外本社等の部署への積極的な東京開催の企画・提案が望まれる。 

 さらに、こうした部門において、ＴＣＶＢとの連携を深めることで、

決定権を有する部署への魅力的な企画・提案を行うことが望まれる。 

 学会・協会等の団体においては、国際会議の開催が国内の学術研究や

産業振興、若手人材の育成等にとって重要なイベントであることに鑑

み、積極的な立候補を行うことが望まれる。 

 国内団体には、国際団体本部の理事会メンバーなど、要職への日本人

の積極的な就任を進め、日本のプレゼンスを向上させるとともに、国

際会議の誘致等を優位に進めることのできる環境整備が求められる。 

 国際会議の誘致には相応の期間や労力等を要するため、経験やノウハ

ウを有する人材や財源の確保が必要となることから、誘致体制を整え

る取組への支援や、ＴＣＶＢの積極的な活用が望まれる。 
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（４）民間事業者等 

サービスやビジネススキルの向上に加え、主催者等のニーズに応じた提案

を行える高度人材の育成や事業者間の連携強化等に積極的に取り組むとと

もに、業界における国内外のネットワークを強化し、有益な情報や案件の掘

り起こし等を行うことが望まれる。 

 

① ＭＩＣＥ関連事業者 

○ 共通する取組 

 スキルアップ 

・海外主催者との直接的な調整や取引等が増加する傾向がみられる

ことから、専門知識や国際的なビジネススキルを身に付けた人材、

魅力的な企画・提案を行える高度人材等の育成が求められる。 

 連携体制の強化 

・多様化する主催者や参加者のニーズに応えるため、ＭＩＣＥ関連

事業者や地域等と積極的に連携することで、サービスの多様化や

質の向上を図るとともに、企画・提案能力の向上等に結び付ける

ことが望まれる。 

 情報提供 

・ＴＣＶＢでは主催者等と連携した積極的な活動を行っており、各

企業や団体等の活動の相乗効果を高めるための連携強化が望まれ

る。 

 

○ 事業者別の取組 

 ミーティングプランナー 

・企業系会議や報奨・研修旅行は企業内活動であり、実態把握が難

しいことから、ＭＩＣＥ関連事業者や地域等に市場状況やトレン

ドをフィードバックすることが求められる。 

 ＰＣＯ 

・国際会議の誘致・開催に関する情報や市場動向に関する情報等を

多様なルートから速やかに入手するため、ＰＣＯ間の国際的ネッ

トワークの強化が望まれる。 

・国際団体本部が主導する国際会議の増加等のトレンドを踏まえ、

経営革新や多角化など、先を見据えた対応が望まれる。 

 ＤＭＣ 

・魅力的なイベントやアトラクション、アフターコンベンション＊

のメニュー開発を進めるとともに、ＰＣＯや会議・宿泊施設、Ｔ

ＣＶＢ等との情報共有に向けた取組が望まれる。 
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 会議・展示、宿泊施設 

・誘致から開催まで、受入施設の果たすべき役割は大きく、弾力的  

な予約対応など、ＭＩＣＥの積極的な利用を進める取組が望まれ

る。 

 

② その他の事業者 

 航空・交通事業者 

・ファムトリップや視察旅行等は、航空・交通事業者にとっても顧客

開拓につながることから、こうした取組への積極的な協力が望まれ

る。 

・交通事業者には、ＭＩＣＥ参加者等の円滑な移動を可能とするサー 

ビスの開発・提供が望まれる。 

 飲食・物販等 

・ＭＩＣＥ受入施設の周辺等の飲食・小売等の事業者には、多言語対  

応や参加者ニーズを踏まえたサービス提供等の取組が望まれる。 

 

（５）地域 

   地域内の連携強化を進め、受入環境の整備を図るとともに、地域ならで

はのおもてなしメニューを開発するなど、ＭＩＣＥ開催エリアとしての魅

力を高めるための取組が求められる。 

 ＭＩＣＥ開催がもたらす効果を地域で共有する取組を進めるととも

に、ボランティアの組成や地域の魅力的な施設・資源の活用、住民理

解の促進など、地域の受入環境整備に向けた取組が望まれる。 

 国際会議等の参加者にとって、会議の空き時間や終了後は、参加者同

士や開催地の民間事業者等とのネットワークの強化、見聞を広めるた

めの視察・観光等の様々なニーズが生じることから、こうしたニーズ

を踏まえたサービスの開発が望まれる。 

 都市機能の更新等において、地権者を含め地域一体となった都市開発

を行う中で、会議・展示、宿泊施設等の整備やＭＩＣＥ利用を想定し

た設備の整備等が望まれる。 
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■ ＭＩＣＥ誘致になぜ行政が関わるのか 
 
多様な効果を享受できるＭＩＣＥ開催を拡大させていくためには、都やＴＣ

ＶＢが積極的な関与を行っていく必要がある。 
  
○ 国際会議 
国際会議の主催者は、学会・協会等となるが、誘致・開催は何年、何十年
に一度の出来事となることから、ノウハウや開催都市のセールスポイント
等の知識に乏しく、主催者等が魅力的に感じる提案を行うことが難しい状
況にある。 

  
○ 企業系会議と報奨・研修旅行 
国際会議の場合は、誘致失敗というリスクを超えて誘致を行う学会・協会
等の国内団体が存在するが、企業系会議等にはそうした主催者が存在しな
いため、行政等が関与しなければ、誘致活動主体が存在しないケースも生
じてしまう。 

  
○ ＭＩＣＥ関連事業者の状況 
ＭＩＣＥ開催を収益源として捉えた場合、ＭＩＣＥ関連事業者にとっては、
誘致失敗がそのまま企業の経営損失となるため、誘致活動への積極的な関
与が難しい状況にある。また、会議運営会社の目標は日本への誘致成功で
あり、東京開催が必須条件とならないことから、民間ベースの活動では、
必ずしも東京への誘致が進まない。 

参 考 
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６ 戦略の推進 

 

 

○ ＭＩＣＥ関連事業者や学識経験者等で構成される「東京都ＭＩＣＥアドバイ

ザリーボード」において、戦略全体の進捗管理を行うとともに、その進捗状

況やＭＩＣＥを取り巻く環境の変化等に応じ、必要な見直しを行っていく。 

 

○ また、ビジネスベースでの具体の案件情報や誘致情報を共有し、地域が一体

となった誘致活動や受入環境整備が行えるよう、「東京ビジネスイベンツ先

進エリア」を活用するなど、地域の主体的な取組を促進していく。 

 

○ さらに、都やＴＣＶＢでは、市場の動向やトレンド等の分析・把握を継続的

に実施するとともに、施策効果を客観的・定量的に測定・分析し、施策の見

直しや新たな対応策を講じていく。 

 

○ 業界、地域、行政の三位一体となった取組を推進することで、ＭＩＣＥの誘

致・開催にかかわる関係主体が自らのポテンシャルを存分に発揮し、『ＡＬ

Ｌ ＴＯＫＹＯ』による活動を展開していくことで、東京への更なるＭＩＣ

Ｅ誘致を実現していく。 

  



31 

 

本戦略の策定にあたっては、ＭＩＣＥの各分野で活躍する産業団体や地域団

体、学識経験者等からなる「東京都ＭＩＣＥアドバイザリーボード」を設置し

検討を行った。 

 

 

平成 26年度東京都ＭＩＣＥアドバイザリーボード委員名簿 

（五十音順、敬称略） 

所 属 等※ 氏 名 

特別認可法人東京商工会議所 地域振興部 部長 朝香 博 

一般社団法人日本ＰＣＯ協会 沓澤 真美湖 

日本航空株式会社 旅客販売統括本部 海外地区販売部 部長 久留 英一 

株式会社ＪＴＢグローバルマーケティング＆トラベル 取締役 小泉 靖 

株式会社東京国際フォーラム 営業部 部長 小山 泉 

一般社団法人日本コンベンション事業協会 紫冨田 薫 

立教大学 観光学部 特任教授 玉井 和博 

公益財団法人東京観光財団 コンベンション事業部 次長 戸田 加寿子 

一般社団法人日本ホテル協会 東京支部 松田 芳光 

MPI Japan Chapter  会長 山本 牧子 

 

  ※所属等については、平成 27年３月 27日現在 
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用語集 

 

語句 意味・説明 

BestCities Global Alliance 国際会議誘致に積極的に取り組む主要都

市のコンベンションビューローからなる

アライアンスであり、加盟都市相互が持

つ知見や情報等の共有を通じ、会員都市

の国際会議誘致を拡大させていくことを

目的とする。 

 

ＣＳＲ 

（Corporate Social 

Responsibility） 

「企業の社会的責任」の略称。企業の責

任を、経済的・法的責任に加え、企業に

対して利害関係のあるステークホルダー

にまで広げた考え方。 

 

ＤＭＣ 

（Destination Management Company） 

保有する豊富な開催地に関する専門知

識、情報、人脈、経営資源等を活用して

ＭＩＣＥに関わるプログラム、ツアー、

輸送・運送計画等を企画・提案し、サー

ビスを提供する専門会社。 

 

ＰＣＯ 

（Professional Congress 

Organizer） 

会議運営専門会社。あらゆる種類の集会、

会議開催に関わる業務、又はこれに関連

して派生する一切の行事に関わる業務を

取り扱うための専門的能力を持った個人

又は会社。 

 

コアＰＣＯ 

（Core Professional Congress 

Organizer） 

国際団体本部との契約により、学会や協

会が主催する国際会議等の企画や準備を

請け負う欧米を中心に活動するＰＣＯ

（会議運営専門会社）のこと。複数年契

約をしている場合が多く、会議開催地決

定にも影響力を有している。 
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語句 意味・説明 

ＲＯＩ 

（Return on Investment） 

投資に対する利益の比率。ある事業への

投資額に対し、どれだけの収益を上げる

ことができたかを表す。 

 

ＵＩＡ統計 ベルギー・ブリュッセルに本部を置く国

際団体連合（ＵＩＡ）が定めた国際会議

統計の基準のこと。 

 

アフターコンベンション 会議日程終了後、又は会議時間終了後に

引き続いて計画される各種行事。自由行

動としての周辺地域のショッピング、娯

楽などの活動も含めるのが一般的。 

 

コンベンションビューロー

（Convention Bureau） 

コンベンション誘致等を目的として、地

域のＭＩＣＥ関連事業者等とともに都市

のマーケティング等を担う非営利組織。

観光部門を持つ組織の場合は、コンベン

ション・ビジターズ・ビューローという。 

 

スマートエネルギー都市 無理のない「賢い節電」を土台として、

低炭素・快適性・防災力の３つを同時に

実現する都市のエネルギー利用の将来

像。 

 

テクニカルツアー 国際会議等の会期中または会議後に、主

に会議と関連のある工場や研究所等を視

察するツアーのこと。都市の持つ産業力

をＰＲする機会となる。 

 

東京ビジネスイベンツ先進エリア 

 

 

 

 

 

会議・宿泊・商業施設等のＭＩＣＥ関連

施設の集積を生かし、地域が連携してＭ

ＩＣＥの受入環境整備に取り組むエリア

で、都の指定を受けたもの。 
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語句 意味・説明 

トレードショー 

 

 

 

Ｂ to Ｂ のネットワーク構築や商談を

実施するためのブース展示を含む、専門

見本市。 

 

ファムトリップ 招待旅行。国際会議やイベント誘致のた

め、主催者等を対象に、会場となる施設

や地域を視察してもらうために行う旅

行。"Educational Trip"ともいう。 

 

ホスピタリティデスク 会議参加者等に対し、東京の観光や会議

関連情報等を提供するため、空港や会場

に設置し専門スタッフを配置する案内デ

スク。 

 

ミーティングプランナー 

（Meeting Planner） 

目的に応じて、会議の企画、運営を行う

個人又は会社。開催地の選定から会議や

展示会の内容まで一体的に企画・提案を

行い、開催地決定に強い影響力を持って

いる。 

 

ユニークベニュー 歴史的建造物や公的空間等で、会議・レ

セプションを開催することで特別感や地

域特性を演出できる会場。 

 

ライフサイエンス 生命科学。生命現象を、生物学を中心に

化学・物理学や、医学・心理学・人文社

会科学・農学・工学などの関連分野から

総合的に研究しようとする学問。 

 

立候補ファイル 国際会議誘致等の際に国内主催者が国際

本部に対して提出する立候補提案書類の

こと。「プロポーザル」ともいう。 

 

 

 

http://www.weblio.jp/content/%E7%94%9F%E5%91%BD
http://www.weblio.jp/content/%E7%8F%BE%E8%B1%A1
http://www.weblio.jp/content/%E7%94%9F%E7%89%A9%E5%AD%A6
http://www.weblio.jp/content/%E4%B8%AD%E5%BF%83%E3%81%AB
http://www.weblio.jp/content/%E4%B8%AD%E5%BF%83%E3%81%AB
http://www.weblio.jp/content/%E5%8C%96%E5%AD%A6%E3%83%BB%E7%89%A9%E7%90%86%E5%AD%A6
http://www.weblio.jp/content/%E5%8C%BB%E5%AD%A6
http://www.weblio.jp/content/%E5%BF%83%E7%90%86%E5%AD%A6
http://www.weblio.jp/content/%E4%BA%BA%E6%96%87%E7%A4%BE
http://www.weblio.jp/content/%E4%BA%BA%E6%96%87%E7%A4%BE
http://www.weblio.jp/content/%E7%A7%91%E5%AD%A6
http://www.weblio.jp/content/%E8%BE%B2%E5%AD%A6
http://www.weblio.jp/content/%E5%B7%A5%E5%AD%A6
http://www.weblio.jp/content/%E7%B7%8F%E5%90%88%E7%9A%84
http://www.weblio.jp/content/%E7%A0%94%E7%A9%B6
http://www.weblio.jp/content/%E3%82%88%E3%81%86%E3%81%A8%E3%81%99%E3%82%8B
http://www.weblio.jp/content/%E3%82%88%E3%81%86%E3%81%A8%E3%81%99%E3%82%8B
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語句 意味・説明 

レセプション パーティー行事。一般的には、飲み物の

他にテーブルに用意したセルフサービス

用料理がつく。立食式と着席式がある。 

 

ロードショー 訪問営業。コンベンションビューローと

ＭＩＣＥ関連事業者等が共同でターゲッ

ト市場を巡回し、都市をＰＲするための

取組。自都市のブランドイメージの浸透、

対象市場におけるネットワーク拡大、ス

テークホルダー間の連携強化等の効果が

ある。 

 

 


